
参 考 資 料
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口蹄疫等の発生時における埋却地決定の手順について

１ 基本的な考え方

家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号。以下「家伝法」という。）に基づき、

と殺、埋却を行う患畜又は疑似患畜については、口蹄疫に関する特定家畜伝染病防疫指

針（平成２３年１０月１日農林水産大臣公表）等に基づき、判定後２４時間以内にと殺、

７２時間以内に埋却（等の防疫措置）を終了するよう明記されており、埋却地の早急な

決定はこれらの迅速な防疫措置完了のために重要である。

一方、埋却作業に当たっては、周辺住民の生活に大きな影響を与えるほか、円滑な埋

却作業の実施に周辺住民等関係者の理解・協力が不可欠である。

このため、家伝法には周辺住民等への同意義務は明記されていないが、周辺住民等に

一定の理解と協力を得た上で、早急に埋却地を決定することが重要である。

２ 決定の手順

埋却地の決定については、県が、市町村と連携の上、「宮崎県口蹄疫防疫マニュアル」

等に沿って、次のスケジュールにより早急に行う。

その際、周辺住民等に対する説明については、別紙の標準的な説明手順（例）を参考

に、市町村が、県と連携の上、地域の実情に応じて行う。

なお、周辺住民等に対する説明を円滑に行うため、市町村は、家畜伝染病の発生に伴

う埋却（個別の埋却地に関することではなく、埋却全般）について、平常時から、自治

会長、公民館長等、地区の代表者を対象に理解の醸成に努める。

県(現地対策本部埋却地交渉係) 市 町 村

疑 ①埋却予定地を家畜防疫情報システ ②当該農家に埋却地を選定してもらう。

い ムで確認し、市町村に連絡する。

事 ③説明を要する周辺住民等を決定する。

例

発

生

後

陽 ④市町村と連携して周辺住民等に対 ④周辺住民等に対する説明を行い、一定

性 する説明を行う。 の理解を得る。

判

定 ⑤埋却地を決定する。

後
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（別紙）

口蹄疫等の発生に伴う埋却に関する周辺住民等への標準的な説明手順

（例）
１ 対象者

埋却によって影響を受けると考えられる下記の周辺住民等を対象とする。

優先順位 対 象 者 説明時期

１ 関係地区自治会長もしくは公民館長等、地区の代 埋却地決定前に説明を行

表者 い、一定の理解を得る。

２ 埋却地隣接地の地権者

３ 埋却地周辺住民（地域の実情に応じて調整する） 埋却地決定前の説明が望

ましいが、緊急性を優先

４ やむなく沿線に関係畜種の農家がある運搬ルート して埋却地決定後になる

を選定せざるを得ない場合には、その該当農家 こともあり得る。

５ その他実情に応じて説明が必要な関係者

２ 説明内容

(1) 埋却を行う根拠

家畜伝染病予防法第２１条及び第２３条の規定

（本来は、家畜防疫員が家畜の所有者に指示し実施するものだが、まん延防止のた

め緊急の必要があるときは、家畜防疫員が自ら実施することができることとなって

いる。）

(2) 埋却作業の概要

① 埋却する家畜の死体等（家畜の種類、頭数等）

② 埋却場所

③ 埋却方法（スケジュール、稼働時間帯、立入車両・関係者数、運搬ルート・方法、

埋却方法（埋却坑の深さ、幅、ブルーシート敷設等）等）

④ 消毒（周辺の消毒実施体制等）

(3) 埋却後の対応

① 周辺環境対策（事後的に地下水モニタリング調査実施等）

② 埋却地の事後管理（防疫上の理由のほか陥没の危険があるため、埋却後３年間は

発掘・立入禁止とすること。特に子供などに幅広く情報提供を依頼）

(4) 理解・協力をお願いする事項

① 埋却作業に伴う影響

ア 関係車両・関係者が埋却地周辺に頻繁に出入りすること

イ 資材保管等のテントや防疫フェンスが埋却地周辺に設置されること

② 周辺で実施される車両等消毒への協力

③ 農場でのさらなる消毒の徹底（関係農家のみ）

④ その他実情に応じた事項

(5) その他

現地対策本部の連絡先等
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口蹄疫等の発生に伴う公有地への埋却について

口蹄疫等の家畜伝染病の発生に伴い、国、県又は市町村が所有する土地（以下「公有地」

という。）に、家畜伝染病予防法（昭和２６年法律第１６６号。以下「家伝法」という。）

第２１条及び第２３条の規定に基づき、家畜の死体又は汚染物品（以下「家畜の死体等」

という。）の埋却を行う場合の対応については、下記のとおりとする。

記

１ 基本的な考え方

家伝法第１２条の３の規定に基づく「飼養衛生管理基準」において、家畜の死体等の

埋却地は家畜の所有者が確保することとされていることから、原則として、家畜の所有

者が確保した埋却地を使用する。

ただし、家畜の所有者が確保した埋却地が使用できない事情が発生するなど、迅速な

埋却ができないために家畜伝染病がまん延する恐れがある場合には、公有地を使用する。

２ 貸付料又は使用料等の負担について

公有地の所有者は、次のとおり、家畜の所有者に公有地の貸付料又は使用料の負担を

求め、家畜の所有者はこれを負担する。

(1) 貸付料又は使用料の単価は、次のとおりとする。

① 県有地については、「普通財産（土地及び建物）の貸付料算定要領（昭和６１年

４月１日宮崎県総務部総務課定め）」又は「行政財産の目的外使用許可に係る使用

料算定要領（昭和６１年４月１日宮崎県総務部総務課定め）」に基づいて算定する。

② 県有地以外の公有地については、①に準じた方法など実情に応じた客観的な基準

により、公有地の所有者が定める。

(2) 負担を求める期間は、原則として、家伝法第２４条に基づく発掘禁止期間である３

年間とする。

(3) 公有地の所有者が、家畜の所有者に使用料相当額の負担を求めることが適当でない

と認める特別な事情がある場合には、その一部又は全部の負担を求めないことができ

る。

３ その他

その他必要な事項は、各公有地の所有者と県が協議の上、定める。
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九州・沖縄・山口９県における家畜防疫対策連携に関する申合せ

九州・沖縄・山口地域は、我が国有数の畜産地帯であり、口蹄疫及び高病原
性鳥インフルエンザ（以下「口蹄疫等」という。）をはじめとする家畜伝染病のリス
クが高まる中、家畜防疫対策については、各県ごとの取組とともに、各県の連携
が非常に重要となっている。
この申合せは、九州・沖縄・山口の９県（以下「防疫連携県」という。）が口

蹄疫等に対する家畜防疫対策について連携を図り、迅速かつ的確な対応を行うた
めに必要な事項について定めるものとする。

第１ 幹事県
防疫連携県の中から家畜防疫対策の連携に関する調整を行う幹事県を選

出する。幹事県の任期は１年とする。

第２ 平常時における情報提供
防疫連携県は、随時以下の情報を幹事県に提出し、幹事県で取りまとめ

て防疫連携県へ提供するものとする。
（１）畜産主務課長及び家畜衛生主任者の氏名及び緊急連絡先
（２）その他必要な事項

第３ 発生時等の情報の共有化
（１）口蹄疫の疑い事例が発生した県は、原則として（独）動物衛生研究所へ

検体を送付した時点で、防疫連携県へ情報提供する（別紙様式１）。
（２）家きんで高病原性鳥インフルエンザの疑い事例が発生した県は、簡易検

査の陽性時点で、防疫連携県へ情報提供する（別紙様式１）。
（３）口蹄疫等の患畜又は疑似患畜に決定した時点で、速やかに防疫連携県へ

情報提供する（別紙様式２）。
（４）情報提供を受けた県は、国又は発生県から公表されるまでは、外部への

情報提供を行わない等、その取扱いに注意する。

第４ 県境における消毒ポイントの設置等の防疫措置
（１）口蹄疫等が発生し、県境に消毒ポイントを設置する場合、関係県が連携

し効率的な設置に努める。
（２）県境部における防疫措置が効果的かつ効率的に出来るように、平常時か

ら県境防疫対策会議等で協議を行う。

第５ 家畜防疫員、防疫作業員等の協力
（１）防疫連携県は、平常時における防疫演習や防疫講習会等の情報交換を行

い、相互に参加することにより連携強化を図る。
（２）口蹄疫等が発生し、発生県の家畜防疫員や防疫作業員のみで対応が難し

い場合には、農林水産省の要請に基づき、各県はこれに可能な限り協力す
る。

（３）防疫措置に係る資材・機材についても、発生県で不足が生じた場合には、
提供あるいは貸与について、各県協力するよう努める。
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第６ 畜産物流通体制の整備
口蹄疫等が発生したことにより、畜産物の流通が滞った場合には、関係

県間で情報提供に努める。

第７ 協議
防疫連携県は、家畜防疫連携会議を開催する。なお、同会議の事務局は

幹事県が担うほか、別に「九州・沖縄・山口家畜防疫連携会議設置要領」
を定める。

この申合せを結んだ証として、各県畜産主務課長押印の上、各自１通を保有
するものとする。

平成２４年２月１７日
福岡県農林水産部畜産課長

佐賀県生産振興部畜産課長

長崎県農林部畜産課長

熊本県農林水産部畜産課長

大分県農林水産部畜産振興課長

宮崎県農政水産部畜産課長

鹿児島県農政部畜産課長

沖縄県農林水産部畜産課長

山口県農林水産部畜産振興課長



- 226 -

（様式 １）

各防疫連携県畜産（振興）課長 殿

○○県畜産（振興）課長

○○○を疑う事例について

このことについて、九州・沖縄・山口９県における家畜防疫対策連携に関する申

合せに基づき、下記のとおり情報提供します。

記

１ 農場の住所

２ 発生状況の概要

（１）飼養状況

①畜種：

②用途：

（２）飼養頭羽数

（３）発生頭羽数

３ 主な臨床症状等



- 227 -

（様式 ２）

各防疫連携県畜産（振興）課長 殿

○○県畜産（振興）課長

○○○の患畜又は疑似患畜の決定について

このことについて、九州・沖縄・山口９県における家畜防疫対策連携に関する申

合せに基づき、下記のとおり情報提供します。

記

１ 農場の住所

２ 発生状況の概要

（１）飼養状況

①畜種：

②品種：

③用途：

（２）飼養頭羽数

（３）発生頭羽数

（４）主な臨床症状

３ 検査成績

（１）検査機関

（２）検査方法

（３）判定日時

４ その他
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九州・沖縄・山口家畜防疫連携会議設置要領

（目 的）

第１条 口蹄疫又は高病原性鳥インフルエンザ（以下「口蹄疫等」という。）が万

一発生した際に、九州・沖縄・山口９県（以下「防疫連携県」という。）が

連携して効率的な防疫対策を実施できるよう、平常時から情報の共有を図る

とともに防疫対策について検討を行うため、九州・沖縄・山口家畜防疫
連携会議（以下「防疫連携会議」という。）の設置、運営について定める
ものとする。

（所掌事務）

第２条 防疫連携会議の所掌事務は、次のとおりとする。

（１） 平常時及び発生時等の情報の共有に関すること。

（２） 県境における消毒ポイントの設置等防疫措置に関すること。

（３） 家畜防疫員及び防疫作業員等の協力体制に関すること。

（４） 畜産物流通体制の整備に関すること。

（５） その他、口蹄疫等の防疫対策に必要な事項に関すること。

（組織等）

第３条 防疫連携会議は、別表１のとおり防疫連携県の家畜衛生主任者等により構

成する。

２ 幹事県は、各県持ち回りとし、別表２のとおりとする。

（会 議）

第４条 防疫連携会議は、幹事県が招集し、議長は幹事県の家畜衛生主任者等

をもって充てる。

２ 議長は、必要があると認めるときは、会の構成員以外の者を会議に出席させ、

意見又は説明を求めることができる。

３ 会議は、九州・沖縄ブロック家畜保健衛生業績発表会の前日に開催するほ

か、防疫連携県からの申し出に応じ、随時開催することができる。

（事務局）

第５条 この会議の事務局は、各県持回りとし、幹事県に置く。

（その他）

第６条 この要領に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、防疫連

携県の家畜衛生主任者等で協議のうえ決定する。

附則

（施行期日）

この要領は、平成２４年２月１７日から施行する。
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別表１ 防疫連携会議構成員

構 成 員

福岡県農林水産部畜産課家畜衛生主任者等

佐賀県生産振興部畜産課家畜衛生主任者等

長崎県農林部畜産課家畜衛生主任者等

熊本県農林水産部生産局畜産課家畜衛生主任者等

大分県農林水産部家畜衛生飼料室家畜衛生主任者等

宮崎県農政水産部畜産課家畜衛生主任者等

鹿児島県農政部畜産課家畜衛生主任者等

沖縄県農林水産部畜産課家畜衛生主任者等

山口県農林水産部畜産振興課家畜衛生主任者等

別表２ 幹事県

年度 幹事県

２３ 福岡県

２４ 佐賀県

25 長崎県

26 熊本県

27 大分県

28 宮崎県

29 鹿児島県

30 沖縄県

31 山口県

32年度以降 福岡県に戻り以降同順
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動物検疫所に配備されている防疫資材貸出要領

平成25年1月17日付け 24消安第4847号

農林水産省消費・安全局動物衛生課長通知

１ 移動式焼却炉

２ 移動式レンダリング装置

３ 広域防除機

４ 電気殺処分機

５ 除染テント

６ 移動式（組立式）車両消毒機

７ 泡殺鳥システム
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（別紙１）

移動式焼却炉貸付要領

１ 使用目的

移動式焼却炉（以下「本装置」という。）は、家畜の伝染性疾病の予防及びまん

延防止のため、主に家きんの死体及び汚染物品（家きんの卵、飼料等）（以下「家

きんの死体等」という。）を焼却するために用いるものとする（防疫演習で本装置

を使用する場合も含む。）。

２ 移動式焼却炉の構成、能力等

（１）移動式焼却炉本体

区 分 全体サイズ（m） 火室サイズ（m） 重量（ t） 備 考

L × W × H L × W × H

組立型 8.1 × 2.5 × 2.4 5.0 × 1.9 × 2.2 12 電動送風機※２

※１

非組立型 6.6 × 2.2 × 2.3 3.35 × 1.5 × 1.8 9.7 エンジン送風機

※１ 組立時サイズ。収納時は 20ft コンテナ１台に収納可能。

※２ 発電機を含む。

（２）能力

区 分 平均処理量 焼却羽数 備 考

組立型 0.75 ～１ t/時 6,400 羽 /日 焼却羽数は 16 時間 /日稼働時、1
非組立型 0.5 ～２ t/時 2,400 羽 /日 羽 1.5 ㎏として算出。

※ 焼却羽数はあくまで目安であり、天候等により変動する。

（３）配備場所及び数量

① 動物検疫所中部空港支所名古屋出張所野跡検疫場

住所：愛知県名古屋市港区野跡２－４－ 12
数量：３台（非組立型１台、組立型２台）

② 動物検疫所門司支所新門司検疫場

住所：福岡県北九州市門司区新門司北３－１－２

数量：組立型１台

（４）本体以外の必要物品

物 品 用 途 備 考

１ バックホー 家きんの死体等及び副資材 フォーク等の取付けが可能な

の投入、整地 機種※１

２ 副資材（木材） 焼却燃料 焼却対象物の約２倍重量※２

３ 軽油 送風機及び重機の燃料 発電機：13.4 ℓ /時、エンジン

：8.3 ℓ /時※３

４ プロパンガス 着火用
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５ ガストーチ 着火用

６ 砂 土台用 組立型約８ m3 、非組立型約

６ m3
７ 物見台 焼却指示用 ローリングタワー又は鉄パイ

プ等による組立て（高さ 3.4
ｍ以上）

８ 鉄板 養生用、灰出し用 組立型 11 枚、非組立型９枚

※４

９ 鉄箱 灰の一時保管用

10 天蓋 雨天時カバー用 鉄パイプ及びトタン板

11 そのほか 緊急時消火用 消火器、動力噴霧機、給水タ

ンク等

※１ 本装置１台につき最低１台。灰出し用の交換用バケットも準備する（焼却炉

を複数台使用する場合は、灰出し用バックホーが必須）。

※２ 建築廃材は、焼却時に有害物質が発生する可能性があるため、副資材として

使用しない。

※３ 相当の量が必要となるため、給油車による給油が望ましい。

※４ このほか、現場の状況（軟弱地盤等）により、地盤整備用の鉄板が適宜必要。

３ 国が貸し付けるもの

国は、都道府県からの申請を受け、２（１）の移動式焼却炉本体を貸し付けるも

のとする。

４ 都道府県が手配するもの

借り受ける都道府県は、業者が派遣するアドバイザーの指示の下、（１）から（６）

までの全てを手配するものとする。また、手配に当たって、都道府県は、本庁に

総括責任者、本装置の設置場所に現場責任者を配置し、農林水産省消費・安全局

動物衛生課（以下「動物衛生課」という。）及び業者との連絡調整を行うものとす

る。

（１）本体以外の必要物品

（２）輸送及び積み下ろしのための輸送トラック等

（３）仮置き場及び設置場所

（４）本装置の清掃・洗浄・消毒のための物品

（５）本装置の返却のための輸送トラック等

（６）そのほか、本装置の稼働に必要なもの

※ 往路の輸送に必要なトラック、トレーラー及びラフタークレーン並びにそれに

必要な作業員（玉掛け資格者）は業者が手配する。

※ 本装置１台の組立てには、作業員３名で約７時間を要することから、地元の建

築業者の重量物取扱経験者を手配することが望ましい。

※ 大型トラックの進入が出来ない場合や設置場所の準備に時間を要する場合に備

え、設置場所近くに仮置き場（役場の駐車場やグラウンド等）を準備することが

望ましい。

※ 都道府県が防疫演習で本装置を使用する場合には、往路の輸送を含めた全てを

都道府県で手配する。
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５ 貸付けの申請及び決定

貸付けの申請及び決定に係る対応は、以下のとおりとする。

（１）都道府県は、本装置が必要な場合に、本装置の貸付けを希望する旨を動物検疫

所企画管理部危機管理課（以下「危機管理課」という。）に連絡するものとする。

危機管理課は、動物衛生課と協議した上で、貸付けの可否、貸付けを行う場合の

稼働までの日数等、都道府県に伝えるものとする。

（２）都道府県は、別記様式１の申請書を危機管理課に提出するものとする。また、

危機管理課は、速やかに動物衛生課及び業者に申請書の提出があった旨を連絡す

るものとする。

（３）都道府県から申請書の提出があり、当該申請に係る貸付けが決定された場合に

は、危機管理課は、別記様式２の決定通知書を都道府県に送付するものとする。

※ 貸付期間の延長を希望する場合には、別記様式３の貸付期間延長申請書を提

出するものとし、提出に当たっては、上記手続に準ずるものとする。

６ 事前準備及び稼働

事前準備及び稼働に当たっては、５により本装置を借り受けた都道府県は、以下

に従うものとする。

（１）輸送及び積み下ろし

本装置の輸送及び積み下ろしには、以下の輸送トラック等を準備するものとす

る。なお、大型トラックの進入が出来ない場合や設置場所の準備に時間を要する

場合に備え、設置場所近くに仮置き場（役場の駐車場やグラウンド等）を準備し、

配備場所（野跡検疫場及び新門司検疫場）から 10t トラックで仮置き場に搬入後、

４ t トラックで設置場所までピストン輸送することが望ましい。

区 分 項 目 輸送トラック等 台 数

組立型 輸送 10t トラック（４ t トラックの場合）２（５）

積み下ろし 15t ～ 25t のラフタークレーン １

非組立型 輸送 10t トラック又は 40ft トレーラー １

積み下ろし 組立型と同じ １

※１ 仮置き場から設置場所までピストン輸送する場合、別途４ t トラックが

必要。

※２ 大型のトラック又はトレーラーを使用するため、設置場所までの輸送経

路を事前に確認する。

※３ 積み下ろしには 25t のラフタークレーンが望ましい。ただし、20t 以上の

ラフタークレーンが公道を通行する場合は、特殊車両通行許可が必要とな

るため、道路法（昭和 27 年法律第 180 号）に基づき、事前に道路管理者に

申請し、許可を得ておく。

（２）設置場所の準備

本装置の設置・組立て・稼働のため、設置場所には次のスペースを確保するも

のとする。（別添参照）

① 設置スペース

・ 本装置を設置するスペース（地盤が緩い場合等状況に応じて鉄板を設置）

組立型 ：（約９ m ×３ m（鉄板 11 枚））

非組立型：（約 12m ×３ m（鉄板９枚））

※ 焼却炉周辺 30m 以内の範囲に可燃物が無いこと、家屋等構造物については 100m、
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樹木については 50m 以上、焼却炉から離れていることが望ましい。

② 組立てスペース

・ 輸送トラックが待機回転できるスペース（約 15m ×９ m）

・ ラフタークレーンの作業スペース（約 10m ×３ m）

③ 稼働スペース

・ バックホーの作業スペース（約 10m ×３ m）

・ 扉の開閉及び灰出しスペース（約 4.5m ×３ m）

・ 家きんの死体等及び副資材の一時保管スペース（必要面積）

（３）組立て

① 砂を敷いてレベルを出す（傾斜５度以内）。

② 砂の上に鉄板を敷いてレベルを出す。

③ 本装置を組み立てる。

④ 物見台を設置する（高さ 3.4m 以上）。

※ 業者が派遣するアドバイザーの指示の下、実施する。

（４）稼働

① 炉内に副資材で櫓を組む。

② 着火後、家きんの死体等を順次投入する。

③ 必要に応じて副資材及び燃料を補充する。

④ 必要に応じて焼却灰を炉内から掻きだす（掻き出し後は副資材で櫓を組み直

し再着火）。

※ 業者が派遣するアドバイザーの指示の下、実施する。

※ 稼働時は、風速が９ m/秒以下で、かつ強い雨が降っていないときとする。

※ １台につき、６名（２名×３交代制）の作業員及びバックホーのオペレータ

ーを確保する。

※ １回の投入羽数は 50 ～ 100 羽程度に抑えることが望ましい。

例）家きんの死体等を入れたフレコンバッグを重機等で一気に炉内に投入せず、

炉の熱を利用して、フレコンバッグ底面に穴を開けることにより、家きん

の死体等を炉に徐々に落下させるか、家きんの死体等を麻袋等に小分けし

て炉に投入する（フレコンバッグを一気に炉内に投入すると、燃焼効率が

著しく低下する）。

※ 餌は少量ずつ投入し、卵はトレー（紙箱）にパックしたまま投入することが

望ましい。

※ 消火器、動力噴霧機、防火シート等の緊急時消火用資材を準備しておく。

（５）焼却後処理

① 残さを完全焼却させる。

② 焼却灰を掻き出し、最終処理施設で処理する。

※ 焼却炉投入量の約 10 分の１量の焼却灰が出ることから、最終処分施設と協

議し、輸送方法（容器を含む）について事前に調整しておく。

※ 雨が降った場合に備え、炉内保護のための天蓋を準備しておく。

７ 洗浄・消毒・解体・積込み

本装置の返却に当たっては、家畜の伝染性疾病のまん延防止のため、家畜防疫員
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が立ち会い、業者が派遣するアドバイザーの指示の下、以下の手順で十分な洗浄・

消毒等を行うものとする。

（１）炉内壁面が冷えた後、動力噴霧機で炉内外を洗浄する（組立型については、発

電機等の電気機器にはブルーシート等を被せること）。

（２）病原体に有効な消毒薬を使い、動力噴霧機で炉内外を消毒する（組立型につい

ては、発電機等の電気機器は有効な消毒薬を浸み込ませた布等を用いて十分消毒

すること）。

（３）本装置を解体する。

（４）本装置の部品をトラックに積み込む際、クレーンで吊り上げた状態で、底面を

中心に動力噴霧機で消毒する。

（５）輸送トラック等の荷台部分をシートで覆う。

（６）使用場所以外の場所において、輸送トラック等に積載のまま、シートの上から、

再度、本装置の外装、輸送トラック等を動力噴霧機で消毒する。

※ 使用した燃料についても、必ず抜く。

８ 破損時の対応

破損時の対応については、以下のとおりとする。

（１）本装置を破損した場合、借り受けた都道府県は、速やかに危機管理課にこれを

連絡するものとする。

（２）（１）の連絡を受けた危機管理課は、本装置の破損の状況を聞き取り、動物衛

生課と協議の上、必要な手続等について、借り受けた都道府県に連絡するものと

する。

（３）（２）の連絡を受けた都道府県は、必要な措置を講ずるものとする。この際、

本装置を修理することになった場合には、別記様式４の破損届を危機管理課に提

出するものとする。また、修理を完了した際には、危機管理課にこれを連絡する

ものとする。

※ 本装置の改造等を行う場合にあっては、事前に危機管理課に連絡する。この場

合、危機管理課は動物衛生課と協議の上、対応を決定する。

９ 返却

返却に係る対応については、以下のとおりとする。

（１）借り受けた都道府県は、返却日について、危機管理課と協議するものとする。

危機管理課は、返却日を決定し、当該都道府県にこれを連絡するものとする。

（２）借り受けた都道府県は、業者が派遣するアドバイザーの指示の下、復路の輸送

及び配置場所での積み下ろしに用いるトラック、トレーラー及びラフタークレー

ン並びにそれに必要な作業員（玉掛け資格者）を手配するものとする。

（３）借り受けた都道府県は、配置場所（野跡検疫場又は新門司検疫場）の所定の位

置に本装置の部品を積み下ろし、返却を完了するものとする。なお、返却後、危

機管理課は、動物衛生課に返却が完了した旨を連絡するものとする。

※ 組立型については、４ t トラックで仮置き場まで搬送し、そこで 10t トラック

に積み代えて配置場所（野跡検疫場又は新門司検疫場）へ輸送することが望まし

い。

10 費用の負担

本装置は無償で貸し付ける。ただし、輸送及び稼働並びに使用後の消毒に係る費
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用については都道府県が負担するものとする。なお、当該費用については、以下に

より、措置するものとする。

（１）患畜及び疑似患畜の焼却処理の場合

都道府県知事又は家畜防疫員が行う本装置の輸送（業者が手配した往路の経費

を含む。）及び稼働並びに使用後の洗浄・消毒に係る経費（輸送費、稼働に係る

人夫費及び燃料費、焼却灰の運搬及び処理費、消毒剤費等）については、家畜伝

染病予防法（昭和 26 年法律第 166 号）第 60 条第１項の規定に基づき、国が、要

した費用の全額又は２分の１を家畜伝染病予防費負担金で措置する

なお、通常の使用における破損にかかる修理費用についても、同法第 60 条第

１項の規定に基づき、国が、要した費用の２分の１を措置する。

（２）都道府県が防疫演習で利用する場合

貸付けから返却までの経費について、消費ℓ安全対策交付金実施要綱（平成 17
年４月１日付け 16 消安第 10270 号農林水産事務次官任命通知）に基づき事業を

実施する場合には、消費・安全対策交付金（ソフト）により、国が、２分の１以

内の額を交付し、残りを各都道府県が負担する。

なお、貸付中の破損等による修理費用については、借り受けた都道府県が全額

負担する。

（非組立型） （組立型）燃焼用廃材の投入
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【参考】

（１）稼働までの想定日数

１日目：野跡検疫場又は新門司検疫場からの搬出及び設置場所への移動

２日目：（設置場所への移動）、搬入・組立・調整

３日目：着火・稼働

※ 稼働に必要な物品等の調達スケジュールや設置場所までの移動時間等によ

り、稼働開始までの日数は異なる。

（２）諸費用

（組立型１台当たり）約 1,360 万円

① 出庫、積込み及び輸送作業（約 400km 移動） 約 60 万円

② 現地積み下ろし、設置作業 約 70 万円

③ 焼却作業（１日 16 時間稼働、２交代制で計 10 日間焼却） 約 1,100 万円

④ 搬出及び焼却灰処分 約 90 万円

⑤ 積み下ろし、入庫作業 約 40 万円

（非組立型１台当たり）約 920 万円

① 出庫、積込み及び搬送作業（約 400km 移動） 約 60 万円

② 現地積み下ろし、設置作業 約 50 万円

③ 焼却作業（１日 16 時間稼働、２交代制で計 10 日間焼却） 約 700 万円

④ 搬出及び焼却灰処分 約 60 万円

⑤ 積み下ろし、入庫作業 約 50 万円

※ 上記はあくまでも参考価格である。
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（別紙２）

移動式レンダリング装置貸付要領

１ 使用目的

移動式レンダリング装置（以下「本装置」という。）は、家畜の伝染性疾病の予

防及びまん延防止のため、主に殺処分した家畜の死体（以下「患畜等」という。）

を破砕・加熱処理するために用いるものとする（防疫演習で本装置を使用する場合

も含む。）。

２ 移動式レンダリング装置の構成、能力等

（１）移動式レンダリング装置本体

区 分 機 能 サイズ（m） 重量（ t） 備 考

L × W × H
１ 破砕ユニット 患畜等の破砕 5.3 × 2.1 × 3.9 ８ 図 1 ～

2
２ 殺菌ユニット 破砕物の加熱殺菌 8.5 × 2.2 × 2.5 11 図 3 ～

4
３ 製品サイロ 生成物の一時貯留 3.5 × 2.2 × 2.4 ２ 図 5 ～

6
４ 加熱ユニット 殺菌ユニットの加 6 × 2.4 × 2.6 ５ 図 7 ～

熱 8

（２）能力

① 処理重量

１時間当たりの処理重量は５～７ t で、24 時間連続稼働した場合、牛で 180
頭、豚で 2,000 頭の処理が可能。患畜等の破砕物が殺菌ユニット内に滞留す

る時間は約 20 分（滞留時間は調整可能）。

家畜種 処理頭数 備 考

牛 180 1 頭当たり平均体重 650 ㎏とした場合

豚 2,000 1 頭当たり平均体重 60 ㎏とした場合

※ 加熱温度 90 ℃の設定。

※ 牛豚ともに生体容積の 70 ～ 80 ％の生成物になる。

② 病原体の殺滅について

生成物は、殺菌ユニット内で少なくとも 80 ℃５分加熱されていることから、

口蹄疫等の病原体は殺滅されているものと考えられる。

（３）配備場所及び数量

動物検疫所中部空港支所名古屋出張所野跡検疫場

住所：愛知県名古屋市港区野跡２－４－ 12
数量：１台
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（４）本体以外の必要物品

物 品 用 途 備 考

１ ホイールローダー 患畜等の破砕ユニット バケット幅が３ m 以下で３

への投入 m 以上ダンプアップ可能な機

種（ハイリフトアーム）

２ 収集容器 生成物の運搬 密閉運搬が可能なもの

３ フォークリフト 収集容器の運搬

４ トラック 収集容器の運搬

５ 発電機 加熱ユニットの動力 出力 150kVA 以上のもの

６ 軽油 発電機の燃料 消費量：30 ～ 40 ℓ /h
７ A 重油 加熱ユニットの燃料 消費量：50 ℓ /h
８ 水・水槽 蒸気の冷却 約１ t（必要に応じて交換）

９ 鉄板 養生用 設置場所が平坦ではない場

合等に使用

３ 国が貸し付けるもの

国は、都道府県からの申請を受け、２（１）の移動式レンダリング装置本体を貸

し付けるものとする。

４ 都道府県が手配するもの

借り受ける都道府県は、業者が派遣するアドバイザーの指示の下、（１）から（６）

までの全てを手配する。また、手配に当たって、都道府県は、本庁に総括責任者、

本装置の設置場所に現場責任者を配置し、農林水産省消費・安全局動物衛生課（以

下「動物衛生課」という。）及び業者との連絡調整を行うものとする。

（１）本体以外の必要物品

（２）輸送及び積み下ろしのための輸送トラック等

（３）仮置き場及び設置場所

（４）本装置の清掃・洗浄・消毒のための物品

（５）本装置の返却のための輸送トラック等

（６）そのほか、本装置の稼働に必要なもの

※ 往路の輸送に必要なトラック、トレーラー及びラフタークレーン並びにそれに

必要な作業員（玉掛け資格者）は業者が手配する。

※ 大型トラックの進入が出来ない場合や設置場所の準備に時間を要する場合に備

え、設置場所近くに仮置き場（役場の駐車場やグラウンド等）を準備することが

望ましい。

※ 都道府県が防疫演習で本装置を使用する場合には、往路の輸送を含めた全てを

都道府県で手配する。

５ 貸付けの申請及び決定

貸付けの申請及び決定に係る対応は、以下のとおりとする。

（１）都道府県は、本装置が必要な場合に、本装置の貸付けを希望する旨を動物検疫

所企画管理部危機管理課（以下「危機管理課」という。）に連絡するものとする。

危機管理課は、動物衛生課と協議した上で、貸付けの可否、貸付けを行う場合の

稼働までの日数等を、都道府県に伝えるものとする。
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（２）都道府県は、別記様式１の申請書を危機管理課に提出するものとする。また、

危機管理課は、速やかに動物衛生課及び業者に申請書の提出があった旨を連絡す

るものとする。

（３）都道府県から申請書の提出があり、当該申請に係る貸付けが決定された場合に

は、危機管理課は、別記様式２の決定通知書を都道府県に送付するものとする。

※ 貸付期間の延長を希望する場合には、別記様式３の貸付期間延長申請書を提

出するものとし、提出に当たっては、上記手続に準ずるものとする。

６ 事前準備及び稼働

事前準備及び稼働に当たっては、５により本装置を借り受けた都道府県は、以下

に従うものとする。

（１）輸送及び積み下ろし

本装置の輸送及び積み下ろしには、以下の輸送トラック等を準備するものとす

る。なお、設置場所の準備に時間を要する場合に備え、設置場所近くに

仮置き場（役場の駐車場やグラウンド等）を準備しておくことが望ましい。

項 目 輸送トラック等 台 数

輸 送 15t トラック １（４）

20t セミトレーラー ２（０）

積み下ろし 25t 以上のラフタークレーン １

※ 大型のトラック又はトレーラーを使用するため、設置場所までの輸送経路

を事前に確認すること。15t トラック４台での輸送も可能。

※ 20t セミトレーラー等が公道を通行する場合は、特殊車両通行許可が必要と

なるため、道路法（昭和 27 年法律第 180 号）に基づき事前に道路管理者に申

請し、許可を得ておく。

※ 殺菌ユニット及び製品サイロは、トレーラー台車に載せたまま稼働するこ

とも可能。

（２）設置場所の準備

本装置の設置・組立て・稼働のため、設置場所には次のスペースを確保するも

のとする。（別添参照）

① 設置スペース

・ 本装置及びそのほか必要物品を設置するスペース（約 20m × 5.5m）

※ 設置場所が平坦ではない場合等状況に応じて鉄板を設置する。

② 組立てスペース

・ 輸送トラックが待機回転できるスペース（約 15m ×９ m）

・ ラフタークレーンの作業スペース（約 10m ×５ m）

③ 稼働スペース

・ 破砕ユニット投入口及び製品サイロ排出口にホイールローダー等の重機が入

れるスペース（約３ m ×９ m）

（３）組立て

本装置の組立ては業者が派遣する作業員６名で行う（所用時間約８時間）。

（４）稼働

① ホイールローダーを用いて患畜等を破砕ユニットへの投入する。
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② 本装置により生じた生成物については、通常のレンダリング処理の中間産物

に相当することから、収集容器に充填し、被覆等による密閉措置を施した後、

最終的な焼却又は化製処理施設へ搬送する。

③ 必要に応じて冷却水の交換を行う。

※ 業者が派遣するアドバイザーの指示の下、実施する。

※ 最終処理施設への輸送方法については、事前に当該施設等と調整しておく。

※ 稼働時には、操作１名、汚染区２名（うち１名は重機作業者）、殺菌区３名

（うち１名は重機作業者）の計６名 /班が必要となる。

※ 24 時間稼働時は、３班体制（８時間交替）とし、各班に業者が派遣する作

業員を２名ずつ配置予定（それ以外の作業員は都道府県で確保する）。

７ 洗浄・消毒・解体・積込み

本装置の返却に当たっては、家畜の伝染性疾病のまん延防止のため、家畜防疫員

が立ち会い、業者が派遣するアドバイザーの指示の下、以下の手順で十分な洗浄・

消毒等を行うものとする。なお、実際の作業は業者が派遣する作業員が行う。

（１）業者が派遣する作業員が、事前に定める作業手順書に基づき、洗浄・消毒を行

う。

（２）本装置を解体する。

（３）本装置の部品を輸送トラック等に積み込む際、クレーンで吊り上げた状態で、

底面を中心に動力噴霧機で消毒する。

（４）輸送トラック等の荷台部分をシートで覆う。

（５）使用場所以外の場所において、輸送トラック等に積載のまま、シートの上から、

再度、本装置の外装、輸送トラック等を動力噴霧機で消毒する。

※ 都道府県は、業者が行う洗浄・消毒作業に必要な物品を調達する。また、①

の洗浄・消毒時に水 800 ℓを使用するため、都道府県はその洗浄液の処理方法

について業者と協議する。

※ 使用した燃料についても、必ず抜く。

８ 破損時の対応

破損時の対応については、以下のとおりとする。

（１）本装置を破損した場合、借り受けた都道府県は、速やかに危機管理課にこれを

連絡するものとする。

（２）（１）の連絡を受けた危機管理課は、本装置の破損の状況を聞き取り、動物衛

生課と協議の上、必要な手続等について、借り受けた都道府県に連絡するものと

する。

（３）（２）の連絡を受けた都道府県は、必要な措置を講ずるものとする。この際、

本装置を修理することになった場合には、別記様式４の破損届を危機管理課に提

出するものとする。また、修理を完了した際には、危機管理課にこれを連絡する

ものとする。

※ 本装置の改造等を行う場合にあっては、事前に危機管理課に連絡する。この場

合、危機管理課は動物衛生課と協議の上、対応を決定する。

９ 返却

返却に係る対応については、以下のとおりとする。

（１）借り受けた都道府県は、返却日について、危機管理課と協議するものとする。
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危機管理課は、返却日を決定し、当該都道府県にこれを連絡するものとする。

（２）借り受けた都道府県は、業者が派遣するアドバイザーの指示の下、復路の輸送

及び配置場所での積み下ろしに用いるトラック、トレーラー及びラフタークレー

ン並びにそれに必要な作業員（玉掛け資格者）を手配するものとする。

（３）借り受けた都道府県は、配置場所（野跡検疫場）の所定の位置に本装置の部品

を積み下ろし、返却を完了するものとする。なお、返却後、危機管理課は、動物

衛生課に返却が完了した旨を連絡するものとする。

※ 必要に応じて本装置の腐食防止のための処置（水洗い・乾燥等）を行う。

10 費用の負担

本装置は無償で貸し付ける。ただし、輸送及び稼働並びに使用後の消毒に係る費

用については都道府県が負担するものとする。なお、当該費用については、以下に

より、措置するものとする。

（１）患畜及び疑似患畜の処理の場合

都道府県知事又は家畜防疫員が行う本装置の輸送（業者が手配した往路の経費

を含む。）及び稼働並びに使用後の洗浄・消毒に係る経費（輸送費、稼働に係る

人夫費及び燃料費、生成物の運搬及び処理費、消毒剤費等）については、家畜伝

染病予防法（昭和 26 年法律第 166 号）第 60 条第１項の規定に基づき、国が、要

した費用の全額又は２分の１を家畜伝染病予防費負担金で措置する。

なお、通常の使用における破損にかかる修理費用についても、同法第 60 条第

１項の規定に基づき、国が、要した費用の２分の１を措置する。

（２）指定家畜の処理の場合

都道府県知事又は家畜防疫員が行う本装置の輸送（業者が手配した往路の経費

を含む）及び稼働並びに使用後の消毒に係る経費（輸送費、稼働に係る人夫費及

び燃料費、生成物の運搬及び処理費、消毒剤費等）については、同法第 60 条の

２第２項の規定により、国が、要した経費の全額を家畜伝染病予防費負担金で措

置する。

（３）都道府県が防疫演習で利用する場合

貸付けから返却までの経費について、消費ℓ安全対策交付金実施要綱（平成 17
年４月１日付け 16 消安第 10270 号農林水産事務次官任命通知）に基づき事業を

実施する場合には、消費・安全対策交付金（ソフト）により、国が、２分の１以

内の額を交付し、残りを各都道府県が負担する。

なお、貸出中の破損等による修理費用については、借り受けた都道府県が全額

負担する。
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【参考】

（１）稼働までの想定日数

１日目：野跡検疫場からの搬出及び移動

２日目：（設置場所への移動）、搬入、組立て、調整

３日目：稼働

※ 稼働に必要な物品等の調達スケジュールや設置場所までの移動時間等によ

り、稼働開始までの日数は異なる。

（２）諸費用

① 宮崎県都城市から愛知県名古屋市までの輸送費等の諸経費

ア 陸路と海路を組み合わせた場合の運送費（トレーラー２台、10t トラック１

台）

合計 約 93 万円（片道）

・ トレーラー利用料金 ：40 万円（宮崎～名古屋）

・ 10t トラック利用料金 ：17 万円（宮崎～名古屋）

・ 高速代金（トレーラー） ：1.76 万円（宮崎～大分、大阪～名古屋）

・ 高速代金（トラック） ：0.68 万円（宮崎～大分、大阪～名古屋）

・ フェリー代金（３台分） ：23.2 万円（大分～大阪間）

・ そのほか保険料等 ：約 10 万円

イ 陸路のみの場合の運送費（トレーラー２台、10t トラック１台）

合計 約 82 万円（片道）

・ トレーラー利用料金 ：40 万円（宮崎～名古屋）

・ 10t トラック利用料金 ：17 万円（宮崎～名古屋）

・ 高速代金（トレーラー） ：11 万円（宮崎～名古屋の区間分）

・ 高速代金（トラック） ：3.3 万円（宮崎～名古屋）

・ そのほか保険料等 ：約 10 万円

※ 上記はあくまでも参考価格である。

② 業者派遣作業員の賃金

日中：１名 50,000 円／日

夜間：１名 53,000 円／日

※ 別途、南国興産株式会社本社（宮崎県）から現地までの旅費が必要。

（移動式レンダリング装置全体）
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（別紙３）

広域防除機貸付要領

１ 使用目的

広域防除機（以下「本装置」という。）は、家畜の伝染性疾病の予防及びまん延

防止のため、主に家きん舎等の施設の消毒に用いるほか、焼却及び埋却処理の前に

病原体の散逸を防止する目的で汚染物品（焼却及び埋却対象物品）を消毒するため

に用いるものとする（防疫演習で本装置を使用する場合も含む。）。

２ 広域防除機の構成、能力等

（１）広域防除機本体

区 分 機 能 全体サイズ（m） 重量（t）

L×W×H

本体 消毒薬の噴霧 3.63×1.51×2.14 1.44

ℓ給水用タンク 給水 1,000

※ 本装置搭載薬液タンク以外に給水用タンクあり。

（２）能力

噴霧距離 噴霧量 噴霧角度

ℓ60ｍ 117 /分 左右270°上下22°

ℓ※ 本装置搭載薬液タンクの容量は1,000 。

※ 薬液タンク満タン・常用圧力（2.0MPa:20kgf/c㎡）で噴霧した場合、約8.5分

ℓの噴霧可能（噴霧量117 /分）。

（３）配備場所及び数量

① 動物検疫所中部空港支所名古屋出張所野跡検疫場

住所：愛知県名古屋市港区野跡２－４－12

数量：１台

② 動物検疫所門司支所新門司検疫場

住所：福岡県北九州市門司区新門司北３－１－２

数量：１台

（４）本体以外の必要物品

物 品 用 途 備 考

１ フォークリフト 本装置の積み下ろし等 1.5t（１台）

２ トラック 本装置の積載・移動 ３～４t（１台）

３ 軽油 本装置用燃料 必要量

４ 消毒薬 噴霧用 必要量

５ 水 必要量

３ 国が貸し付けるもの

国は、都道府県からの申請を受け、２（１）の広域防除機本体を貸し付けるもの

とする。
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４ 都道府県が手配するもの

借り受ける都道府県は、（１）から（６）までの全てを手配するものとする。ま

た、手配に当たって、都道府県は、本装置の設置場所に現場責任者を配置するも

のとする。

（１）本体以外の必要物品

（２）本装置の往路の輸送に必要なトラック及び積込み用フォークリフト

（３）設置場所

（４）本装置の清掃・洗浄・消毒のための物品

（５）本装置の返却のための輸送トラック等

（６）そのほか、本装置の稼働に必要なもの

※ （２）の手配が、困難な場合には、都道府県の代わりに国が手配する（国が

手配した場合も経費は都道府県が支払う）。

※ 都道府県が防疫演習で本装置を使用する場合には、往路の輸送を含めた全てを

都道府県で手配する。

５ 貸付けの申請及び決定

貸付けの申請及び決定に係る対応は、以下のとおりとする。

（１）都道府県は、本装置が必要な場合に、本装置の貸付けを希望する旨を動物検疫

所企画管理部危機管理課（以下「危機管理課」という。）に連絡するものとする。

危機管理課は、農林水産省消費・安全局動物衛生課（以下「動物衛生課」という。）

と協議した上で、貸付けの可否、貸付けを行う場合の稼働までの日数等を都道府

県に伝えるものとする。

（２）都道府県は、別記様式１の申請書を危機管理課に提出するものとする。また、

危機管理課は、速やかに動物衛生課に申請書の提出があった旨を連絡するものと

する。

（３）都道府県から申請書の提出があり、当該申請に係る貸付けが決定された場合に

は、危機管理課は、別記様式２の決定通知書を都道府県に送付するものとする。

※ 貸付期間の延長を希望する場合には、別記様式３の貸付期間延長申請書を提

出するものとし、提出に当たっては、上記手続に準ずるものとする。

６ 事前準備及び稼働

事前準備及び稼働に当たっては、５により本装置を借り受けた都道府県は、以下

に従うものとする。

（１）輸送及び積み下ろし

本装置の輸送及び積み下ろしには、以下の輸送トラックを準備するものと

する。

項 目 輸送トラック等 台 数 備 考

輸 送 ３～４tトラック １ ※１

積み下ろし 1.5tフォークリフト １ ※２

※１ ３～４tトラックを使用するため、設置場所までの輸送経路を事前に確認す

る。

※２ 本装置を農場敷地等に積み下ろして稼働する場合のみ必要。

（２）設置場所の準備

本装置の設置のため、設置場所には次のスペースを確保するものとする。
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① 本装置（トラック）を設置するスペース（約８m×３m）

② 給水用タンクを設置するスペース（約２m×２m）

③ 本装置の輸送トラックが待機回転できるスペース（約4.5m×９m）

※ 本装置を農場敷地等に積み下ろして稼働する場合は、フォークリフトの作業

スペース（約４m×４m）も確保する。

（３）稼働

本装置は、作業効率上３～４tトラックに積載した状態での稼働が望ましい。

① 稼働までの調整には、２～３名で約２時間を要する。

② 本装置のオペレーターは、業者又は動物検疫所から派遣された職員とする（２

名×稼働状況により複数班）。

※ 常用圧力で噴霧した場合、約8.5分で薬液タンクが空となることから、水の

供給体制を整備しておく。

※ オープンエアで使用する場合、消毒薬が広域に噴霧されることから、設置場

所の周辺住民や市町村と事前に協議しておく。

７ 洗浄・消毒・返却

本装置の返却に当たっては、家畜の伝染性疾病のまん延防止のため、家畜防疫員

又は動物検疫所職員が立ち会い、以下の手順で十分に洗浄・消毒を行い、燃料を抜

いた上で、返却するものとする。また、借り受けた都道府県は、返却日について、

危機管理課と協議するものとする。危機管理課は、返却日を決定し、当該都道府県

にこれを連絡するものとする。

（１）本装置の内部及び外部を病原体に有効な消毒薬で十分に洗浄・消毒する。

（２）使用場所以外の場所において、輸送トラックに積載のまま、シートの上から、

再度、本装置の外装及び輸送トラックを動力噴霧機で消毒する。

８ 破損時の対応

破損時の対応については、以下のとおりとする。

（１）本装置を破損した場合、借り受けた都道府県は、速やかに危機管理課にこれを

連絡するものとする。

（２）（１）の連絡を受けた危機管理課は、本装置の破損の状況を聞き取り、動物衛

生課と協議の上、必要な手続等について、借り受けた都道府県に連絡するものと

する。

（３）（２）の連絡を受けた都道府県は、必要な措置を講ずるものとする。この際、

本装置を修理することになった場合には、別記様式４の破損届を危機管理課に提

出するものとする。また、修理を完了した際には、危機管理課にこれを連絡する

ものとする。

※ 本装置の改造等を行う場合にあっては、事前に危機管理課に連絡する。この場

合、危機管理課は動物衛生課と協議の上、対応を決定する。

９ 費用の負担

本装置は無償で貸し付ける。ただし、輸送及び稼働並びに使用後の消毒に係る費

用については都道府県が負担する。なお、当該費用については、以下により、措置

するものとする。

（１）家畜伝染病発生農場等での利用の場合
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都道府県知事又は家畜防疫員が行う本装置の輸送（国が手配した場合の往路の

経費を含む。）及び稼働並びに使用後の洗浄・消毒に係る経費（輸送費、稼働に

係る人夫費及び燃料費、消毒剤費等）については、家畜伝染病予防法（昭和26年

法律第166号）第60条第１項の規定に基づき、国が、要した費用の全額又は２分

の１を家畜伝染病予防費負担金で措置する。

なお、通常の使用における破損にかかる修理費用についても、同法第60条第１

項の規定に基づき、国が、要した費用の２分の１を措置する。

（２）都道府県が防疫演習で利用する場合

貸付けから返却までの経費について、消費ℓ安全対策交付金実施要綱（平成17

年４月１日付け16消安第10270号農林水産事務次官任命通知）に基づき事業を実

施する場合には、消費・安全対策交付金（ソフト）により、国が、２分の１以内

の額を交付し、残りを各都道府県が負担する。

なお、貸付中の破損等による修理費用については、借り受けた都道府県が全額

負担する。

【参考】

（１）稼働までの想定日数

１日目：野跡検疫場又は新門司検疫場からの搬出及び設置場所への移動

２日目：（設置場所への移動）、搬入・調整

３日目：稼働

※ 稼働に必要な物品等の調達スケジュールや設置場所までの移動時間等によ

り、稼働開始までの日数は異なる。

（２）諸費用

・ 輸送等に係る費用 約15万円

（４tトラック、400km往復輸送を想定。高速道路料金含む。）

・ 技術指導に係る費用 約20万円

（技術員１名による技術指導２日間。）

（3tトラック搭載時の広域防除機） （噴射の様子）



- 248 -

（別紙４）

電気殺処分機貸付要領

１ 使用の目的

電気殺処分機（以下「本装置」という。）は、家畜の伝染性疾病の予防及びまん

延防止のため、主に豚の殺処分に用いるものとする（防疫演習で本装置を使用する

場合も含む。）。

２ 電気殺処分機の構成、能力等

（１）電気殺処分機本体

区 分 全体サイズ（cm） 重量（㎏） 備 考

L × W × H
本体 17 × 26 × 31 14 電源プラグ２ P タイプ

（電源 :100V）

電殺用鉗子 80 3.2

（２）能力

出力電圧（V） 殺処分電圧（V） 備 考

80 ～ 400 200 通常は 200V で電殺可能

（３）配備場所及び数量

動物検疫所門司支所新門司検疫場

住所：福岡県北九州市門司区新門司北３－１－２

数量：20 台

（４）本体以外の必要物品

物 品 用 途 備 考

１ 発電機 電源がない場合の電力供給 ※１

２ 燃料 発電機用燃料 必要量

３ ワイヤーブラシ 電殺用鉗子の電極の掃除

４ 耐電性ゴム手袋 術者の防護 ※２

５ 耐電性安全長靴 術者の防護 ※２

※１ 発電機については、動物検疫所に２台配備されており、必要に応じて貸付

可能（横浜本所及び新門司検疫場に各１台配備）。

※２ 耐電性ゴム手袋及び耐電性安全長靴については、本装置１台につき各３組

を貸付可能（返却は新品）。また、長期間使用する場合、別途、換えを準備

すること。

３ 国が貸し付けるもの

国は、都道府県からの申請を受け、２（１）の電気殺処分機本体（必要に応じ、

発電機を含む。）を貸し付けるものとする。

４ 都道府県が手配するもの

借り受ける都道府県は、（１）から（５）までの全てを手配するものとする。
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（１）本体以外の必要物品

（２）本装置の往路の輸送に必要なトラック

（３）本装置の清掃・洗浄・消毒のための物品

（４）本装置の返却のための輸送トラック

（５）そのほか、本装置の使用に必要なもの

※ （２）の手配が、困難な場合には、都道府県の代わりに国が手配する（国が

手配した場合も経費は都道府県が支払う）。

※ 都道府県が防疫演習で本装置を使用する場合には、往路の輸送を含めた全てを

都道府県で手配する。

５ 貸付けの申請及び決定

貸付けの申請及び決定に係る対応は、以下のとおりとする。

（１）都道府県は、本装置が必要な場合に、本装置の貸付けを希望する旨を動物検疫

所企画管理部危機管理課（以下「危機管理課」という。）に連絡するものとする。

危機管理課は、農林水産省消費・安全局動物衛生課（以下、「動物衛生課」とい

う。）と協議した上で、貸付けの可否、貸付けを行う場合の輸送に係る日数等を

都道府県に伝えるものとする。

（２）都道府県は、別記様式１の申請書を危機管理課に提出するものとする。また、

危機管理課は、速やかに動物衛生課に申請書の提出があった旨を連絡するものと

する。

（３）都道府県から申請書の提出があり、当該申請に係る貸付けが決定された場合に

は、危機管理課は、別記様式２の決定通知書を都道府県に送付するものとする。

※ 貸付期間の延長を希望する場合には、別記様式３の貸付期間延長申請書を提

出するものとし、提出に当たっては、上記手続に準ずるものとする。

６ 事前準備及び稼働

事前準備及び稼働に当たっては、５により本装置を借り受けた都道府県は、以下

に従うものとする。

（１）輸送

本装置の輸送には、４ t トラックを準備するものとする。

※ 少ない台数であれば、小型トラックでの輸送も可能。

※ ４ t トラックを使用する場合には、設置場所までの輸送経路を事前に確認す

る。

（２）使用場所の準備

本装置の使用には、100V 電源が必要であるため、事前に使用場所において電

源使用の許可を得るか発電機を準備するものとする。

（３）使用方法

使用の際は、本装置に添付されている説明書簡易版を参照するものとする。

７ 洗浄・消毒・返却

本装置の返却に当たっては、家畜の伝染性疾病のまん延防止のため、家畜防疫員

が立ち会い、以下の手順で十分に洗浄・消毒を行った上で、返却するものとする。

また、借り受けた都道府県は、返却日について、危機管理課と協議するものとする。

危機管理課は、返却日を決定し、当該都道府県にこれを連絡するものとする。

（１）使用場所において、本装置の電殺用鉗子の電極をワイヤーブラシで掃除し、
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本装置外部を病原体に有効な消毒薬を含んだ布等で拭き取る。

（２）使用場所以外の場所において、再度（１）の洗浄・消毒及び腐敗防止のため

の乾燥を行う。

※ 消毒完了後の返却は、可能な限り速やかに行う。

※ 発電機については、上記の措置に加え、燃料を抜いた上で返却する。

※ 耐電性ゴム手袋及び耐電性安全長靴については、新品を返却する。

８ 破損時の対応

破損時の対応については、以下のとおりとする。

（１）本装置を破損した場合、借り受けた都道府県は、速やかに危機管理課にこれを

連絡するものとする。

（２）（１）の連絡を受けた危機管理課は、本装置の破損の状況を聞き取り、動物衛

生課と協議の上、必要な手続等について、借り受けた都道府県に連絡するものと

する。

（３）（２）の連絡を受けた都道府県は、必要な措置を講ずるものとする。この際、

本装置を修理することになった場合には、別記様式４の破損届を危機管理課に提

出するものとする。また、修理を完了した際には、危機管理課にこれを連絡する

ものとする。

※ 本装置の改造等を行う場合にあっては、事前に危機管理課に連絡する。この場

合、危機管理課は動物衛生課と協議の上、対応を決定する。

９ 費用の負担

本装置は無償で貸し付ける。ただし、輸送及び使用並びに使用後の消毒に係る費

用については都道府県が負担する。なお、当該費用については、以下により、措置

するものとする。

（１）家畜伝染病発生農場等での利用の場合

都道府県知事又は家畜防疫員が行う本装置の輸送（国が手配した場合の往路の

経費を含む。）及び使用並びに使用後の洗浄・消毒に係る経費（輸送費、使用に

係る人夫費及び燃料費、消毒剤費等）については、家畜伝染病予防法（昭和 26
年法律第 166 号）第 60 条第１項の規定に基づき、国が、要した費用の全額又は

２分の１を家畜伝染病予防費負担金で措置する。

なお、通常の使用における破損にかかる修理費用についても、同法第 60 条第

１項の規定に基づき、国が、要した費用の２分の１を措置する。

（２）都道府県が防疫演習で利用する場合

貸付けから返却までの経費について、消費ℓ安全対策交付金実施要綱（平成 17
年４月１日付け 16 消安第 10270 号農林水産事務次官任命通知）に基づき事業を

実施する場合には、消費・安全対策交付金（ソフト）により、国が、２分の１以

内の額を交付し、残りを各都道府県が負担するものとする。

なお、貸付中の破損等による修理費用については、借り受けた都道府県が全額

負担する。
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【参考】

（１）使用までの想定日数

１日目：新門司検疫場からの搬出及び使用場所へ輸送

２日目：（設置場所への輸送）、使用

※ 輸送トラックの調達や使用場所までの移動

時間等により、稼働開始までの日数は異なる。

（２）諸費用

・ 輸送等に係る費用 約 15 万円

（４ t トラック、400km 往復輸送を想定。高

速道路料金含む。）

（電気殺処分機本体）
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（別紙５）

除染テント貸付要領

１ 使用目的

除染テント（以下「本装置」という。）は、家畜の伝染性疾病の予防及びまん延

防止のため、主に家畜伝染病発生農場等からの退出時の作業員の除染に用いるもの

とする（防疫演習で本装置を使用する場合も含む。）。

２ 除染テントの構成、能力等

（１）除染テント本体

本装置には、大型テント（３室４列）と小型テント（３室２列）があるため、

借り受ける都道府県は、設置場所の面積や利用人数に応じて設置数を算

出するものとする。

区 分 全体サイズ（m）L 重量（㎏） 備 考

× W × H ※１ ※２ ※３

大型テント DR-12 6.0 × 6.0 × 3.1 約 300 ３室４列

小型テント DR-2W 4.6 × 2.5 × 2.4 約 230 ３室２列

※１ 本装置設営時サイズ。

※２ 本装置一張り分（給湯機等の付属品含む）の重量。

※３ 脱衣室・シャワー室・着衣室（３室）が１セットで１列。

（２）能力

区 分 同時に利用できる人数（人）

大型テント DR-12 ４

小型テント DR-2W ２

（３）配備場所及び数量

① 動物検疫所

住所：神奈川県横浜市磯子区原町 11 － 1
数量：２式（大型：１式、小型：１式）

② 動物検疫所門司支所新門司検疫場

住所：福岡県北九州市門司区新門司北３－１－２

数量：30 式（大型：９式、小型：21 式）

（４）本体以外の必要物品

物 品 用 途 備 考

１ 発電機 給水ポンプ・排水ポンプ・ブ 必要台数 ※

ロア用

２ 燃料 発電機用燃料 必要量

３ 灯油・灯油缶 給湯機用燃料及び予備保管 必要量（消費量：5.22 ℓ /h）
給湯機タンク容量：25 ℓ

４ 水 必要量

※ 発電機については、動物検疫所に２台配備されており、必要に応じて貸付可

能（横浜本所及び新門司検疫場に各１台配備）。
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３ 国が貸し付けるもの

国は、都道府県からの申請を受け、２（１）の除染テント本体（必要に応じ、発

電機を含む。）を貸し付けるものとする。

４ 都道府県が手配するもの

借り受ける都道府県は、（１）から（６）までの全てを手配するものとする。ま

た、手配に当たって、都道府県は、本装置の設置場所に現場責任者を配置するも

のとする。

（１）本体以外の必要物品

（２）本装置の往路の輸送に必要なトラック

（３）設置場所

（４）本装置の清掃・洗浄・消毒のための物品

（５）本装置の返却のための輸送トラック

（６）そのほか、本装置の稼働に必要なもの

※ （２）の手配が、困難な場合には、都道府県の代わりに国が手配する（国が

手配した場合も経費は都道府県が支払う）。

※ 都道府県が防疫演習で本装置を使用する場合には、往路の輸送を含めた全てを

都道府県で手配する。

５ 貸付けの申請及び決定

貸付けの申請及び決定に係る対応は、以下のとおりとする。

（１）都道府県は、本装置が必要な場合に、本装置の貸付けを希望する旨を動物検疫

所企画管理部危機管理課（以下「危機管理課」という。）に連絡するものとする。

危機管理課は、農林水産省消費・安全局動物衛生課（以下「動物衛生課」という。）

と協議した上で、貸付けの可否、貸付けを行う場合の輸送に係る日数等を都道府

県に伝えるものとする。

（２）都道府県は、別記様式１の申請書を危機管理課に提出するものとする。また、

危機管理課は、速やかに動物衛生課に申請書の提出があった旨を連絡するものと

する。

（３）都道府県から申請書の提出があり、当該申請に係る貸付けが決定された場合に

は、危機管理課は、別記様式２の決定通知書を都道府県に送付するものとする。

※ 貸付期間の延長を希望する場合には、別記様式３の貸付期間延長申請書を提

出するものとし、提出に当たっては、上記手続に準ずるものとする。

６ 事前準備及び稼働

事前準備及び稼働に当たっては、５により本装置を借り受けた都道府県は、以下

に従うものとする。

（１）輸送

本装置の輸送には、４ t トラックを準備するものとする。

※ 少ない台数であれば、小型トラックでの輸送も可能。

※ ４ t トラックを使用する場合には、設置場所までの輸送経路を事前に確認す

る。

（２）設置場所の準備

① 設置スペースの確保
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・ 除染テント本体を設置するスペース

・ 発電機等の本体以外の必要物品を設置するスペース

※ 設置・調整には、約２時間を要することから、必要な作業員を確保する（大

型：４～５名 /小型：３～４名）。

② 本装置の使用には、100V 電源が必要であるため、事前に使用場所において

電源使用の許可を得るか発電機を準備するものとする。

（３）使用方法

① 本装置のオペレーターは、業者又は動物検疫所から派遣された職員が実施す

る。

② 排水用水槽に溜まったシャワーの排水は、病原体に有効な消毒薬で消毒した

後、下水処理する。

７ 洗浄・消毒・返却

本装置の返却に当たっては、家畜の伝染性疾病のまん延防止のため、家畜防疫員

が立ち会い、以下の手順で十分に洗浄・消毒及び乾燥を行い、燃料を抜いた上で、

返却するものとする。また、借り受けた都道府県は、返却日について、危機管理課

と協議するものとする。危機管理課は、返却日を決定し、当該都道府県にこれを連

絡するものとする。

（１）使用場所において、本装置の室内及び室外を病原体に有効な消毒薬で洗浄・

消毒する。

（２）使用場所以外の場所において、再度（１）の洗浄・消毒及び乾燥を行う。

※ シャワー水の乾燥に時間を要するため、乾燥の時間を十分に確保する。

※ 消毒・乾燥完了後の返却は、可能な限り速やかに行う。

８ 破損時の対応

破損時の対応については、以下のとおりとする。

（１）本装置を破損した場合、借り受けた都道府県は、速やかに危機管理課にこれを

連絡するものとする。

（２）（１）の連絡を受けた危機管理課は、本装置の破損の状況を聞き取り、動物衛

生課と協議の上、必要な手続等について、借り受けた都道府県に連絡するものと

する。

（３）（２）の連絡を受けた都道府県は、必要な措置を講ずるものとする。この際、

本装置を修理することになった場合には、別記様式４の破損届を危機管理課に提

出するものとする。また、修理を完了した際には、危機管理課にこれを連絡する

ものとする。

※ 本装置の改造等を行う場合にあっては、事前に危機管理課に連絡する。この場

合、危機管理課は動物衛生課と協議の上、対応を決定する。

９ 費用の負担

本装置は無償で貸し付ける。ただし、輸送及び使用並びに使用後の消毒に係る費

用については都道府県が負担する。なお、当該費用については、以下により、措置

するものとする。

（１）家畜伝染病発生農場等での利用の場合

都道府県知事又は家畜防疫員が行う本装置の輸送（国が手配した場合の往路の

経費を含む。）及び使用並びに使用後の洗浄・消毒に係る経費（輸送費、使用に
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係る人夫費及び燃料費、消毒剤費等）については、家畜伝染病予防法（昭和 26
年法律第 166 号）第 60 条第１項の規定に基づき、国が、要した費用の全額又は

２分の１を家畜伝染病予防費負担金で措置する。

なお、通常の使用における破損にかかる修理費用についても、同法 60 条第１

項の規定に基づき、国が、要した費用の２分の１を措置する。

（２）都道府県が防疫演習で利用する場合

貸付けから返却までの経費について、消費ℓ安全対策交付金実施要綱・要領（平

成 17 年４月１日付け 16 消安第 10270 号農林水産事務次官任命通知）に基づき事

業を実施する場合には、消費・安全対策交付金（ソフト）により、国が、２分の

１以内の額を交付し、残りを各都道府県が負担する。

なお、貸付中の破損等による修理費用については、借り受けた都道府県が全額

負担する。

【参考】

（１）使用までの想定日数

１日目：新門司検疫場からの搬出及び設置場所へ輸送

２日目：（設置場所への輸送）、除染テントの搬入・組立て・調整

３日目：除染テント使用

※ 設置場所までの移動時間等により、使用までの日数は異なる。

（２）諸費用

・ 輸送等に係る費用 約 15 万円

（４ t トラック、400km 往復輸送を想定。高速道路料金含む。）
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【除染テント】

【大型：３室４列】

【小型：３室２列】

（内部図面）

（内部図面）（外装）

（外装）
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（別紙６）

移動式（組立式）車両消毒機貸付要領

１ 使用目的

移動式（組立式）車両消毒機（以下「本装置」という。）は、家畜の伝染性疾病

の予防及びまん延防止のため、主に家畜伝染病発生農場の出入口等に設置し、通行

する車両の消毒に用いるものとする（防疫演習で本装置を使用する場合も含む。）。

２ 移動式車両消毒機の構成、能力等

（１）移動式車両消毒機本体

区 分 全体サイズ（m）L 重量（㎏） 備 考

× W × H ※１ ※２

本体ゲート部分 1.8 × 4.1 × 2.0 80 電源 :３相 200V
ポンプ・制御盤 0.2 × 0.3 × 0.3 20.5
薬液タンク 0.9 × 1.1 × 0.8 25 容量 500 ℓ

※１ 本装置組立時サイズ。

※２ 本装置輸送時の各梱包の重量（付属品含む）。

（２）能力

ℓ噴霧量( ／分) 噴霧時間（分） 噴霧ノズル数

17 ～ 21 １～ 15 10（両側各３個、下４個）

※ 噴霧時間は調整可能。

（３）配備場所及び数量

動物検疫所門司支所新門司検疫場

住所：福岡県北九州市門司区新門司北３－１－２

数量：５台

（４）本体以外の必要物品

物 品 用 途 備 考

１ 発電機 電源がない場合の電力供給 ３相 200V
２ 燃料 発電機用燃料 必要量

３ 消毒薬 噴霧用 必要量

４ 水 必要量 ※

※ 噴霧ノズルの根詰まり防止のため、水道水を使用すること。

３ 国が貸し付けるもの

国は、都道府県からの申請を受け、２（１）の移動式車両消毒機本体を貸し付け

るものとする。

４ 都道府県が手配するもの

借り受ける都道府県は、（１）から（６）までの全てを手配するものとする。ま

た、手配に当たって、都道府県は、本装置の設置場所に現場責任者を配置するも

のとする。
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（１）本体以外の必要物品

（２）本装置の往路の輸送に必要なトラック

（３）設置場所

（４）本装置の清掃・洗浄・消毒のための物品

（５）本装置の返却のための輸送トラック

（６）そのほか、本装置の稼働に必要なもの

※ （２）の手配が、困難な場合には、都道府県の代わりに国が手配する（国が

手配した場合も経費は都道府県が支払う）。

※ 都道府県が防疫演習で本装置を使用する場合には、往路の輸送を含めた全てを

都道府県で手配する。

５ 貸付けの申請及び決定

貸付けの申請及び決定に係る対応は、以下のとおりとする。

（１）都道府県は、本装置が必要な場合に、本装置の貸付けを希望する旨を動物検疫

所企画管理部危機管理課（以下「危機管理課」という。）に連絡するものとする。

危機管理課は、農林水産省消費・安全局動物衛生課（以下「動物衛生課」という。）

と協議した上で、貸付けの可否、貸付けを行う場合の輸送に係る日数等を、都道

府県に伝えるものとする。

（２）都道府県は、別記様式１の申請書を危機管理課に提出するものとする。また、

危機管理課は、速やかに動物衛生課に申請書の提出があった旨を連絡するものと

する。

（３）都道府県から申請書の提出があり、当該申請に係る貸付けが決定された場合に

は、危機管理課は、別記様式２の決定通知書を都道府県に送付するものとする。

※ 貸付期間の延長を希望する場合には、別記様式３の貸付期間延長申請書を提

出するものとし、提出に当たっては、上記手続に準ずるものとする。

６ 事前準備及び使用

事前準備及び稼働に当たっては、５により本装置を借り受けた都道府県は、以下

に従うものとする。

（１）輸送

本装置の輸送には、２ t トラックを準備するものとする。

※ 少ない台数であれば、そのほかの方法による輸送も可能。

（２）設置場所の準備

① 設置スペースの確保

・ 本装置を設置するスペース（約２ m ×４ m）

・ 薬液タンクを設置するスペース（約２ m ×４ m）

・ 発電機等の本体以外の必要物品を設置するスペース

② 本装置の使用には、３相 200V 電源が必要であるため、使用場所において電

源使用の許可を得るか発電機を準備するものとする。

（３）使用方法

① 本装置の設置・調整は、借り受けた都道府県が実施する。

※ 設置・調整には、本装置の組立てやポンプユニットと制御盤の電線接続等の

作業が必要であるため、２名で約１時間を要する。

② 本装置は、制御盤にあるボタンを押すと１分～ 15 分間の薬液噴霧を開始す

る（噴霧時間は調整可能）。
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７ 洗浄・消毒・返却

本装置の返却に当たっては、家畜の伝染性疾病のまん延防止のため、家畜防疫員

が立ち会い、以下の手順で十分に洗浄・消毒を行った上で、返却するものとする。

また、借り受けた都道府県は、返却日について、危機管理課と協議するものとする。

危機管理課は、返却日を決定し、当該都道府県にこれを連絡するものとする。

（１）使用場所において、本装置を病原体に有効な消毒薬で洗浄・消毒する。

（２）使用場所以外の場所において、再度（１）の洗浄・消毒及び腐敗防止のため

の乾燥を行う。

※ 消毒完了後の返却は、可能な限り速やかに行う。

８ 破損時の対応

破損時の対応については、以下のとおりとする。

（１）本装置を破損した場合、借り受けた都道府県は、速やかに危機管理課にこれを

連絡するものとする。

（２）（１）の連絡を受けた危機管理課は、本装置の破損の状況を聞き取り、動物衛

生課と協議の上、必要な手続等について、借り受けた都道府県に連絡するものと

する。

（３）（２）の連絡を受けた都道府県は、必要な措置を講ずるものとする。この際、

本装置を修理することになった場合には、別記様式４の破損届を危機管理課に提

出するものとする。また、修理を完了した際には、危機管理課にこれを連絡する

ものとする。

※ 本装置の改造等を行う場合にあっては、事前に危機管理課に連絡する。この場

合、危機管理課は動物衛生課と協議の上、対応を決定する。

９ 費用の負担

本装置は無償で貸し付ける。ただし、輸送及び使用並びに使用後の消毒に係る費

用については都道府県が負担する。なお、当該費用については、以下により、措置

するものとする。

（１）家畜伝染病発生農場等での利用の場合

都道府県知事又は家畜防疫員が行う本装置の輸送（国が手配した場合の往路の

経費を含む。）及び使用並びに使用後の洗浄・消毒に係る経費（輸送費、使用に

係る人夫費及び燃料費、消毒剤費等）については、家畜伝染病予防法（昭和 26
年法律第 166 号）第 60 条第１項の規定に基づき、国が、要した費用の全額又は

２分の１を家畜伝染病予防費負担金で措置する。

なお、通常の使用における破損にかかる修理費用についても、同法第 60 条第

１項の規定に基づき、国が、要した費用の２分の１を措置する。

（２）都道府県が防疫演習で利用する場合

貸付けから返却までの経費について、消費ℓ安全対策交付金実施要綱（平成 17
年４月１日付け 16 消安第 10270 号農林水産事務次官任命通知）に基づき事業を

実施する場合には、消費・安全対策交付金（ソフト）により、国が、２分の１以

内の額を交付し、残りを各都道府県が負担する。

なお、貸付中の破損等による修理費用については、借り受けた都道府県が全額

負担する。
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10 その他

動力噴霧機についても、動物検疫所に３台配備しており、貸付可能（動物検疫

所、動物検疫所神戸支所苅藻検疫場及び動物検疫所門司支所新門司検疫場に各１

台配備）。貸付けの手続等に当たっては、本貸付要領に準ずるものとする。

【動力噴霧機の構成、能力】

４ ch 自走ラジコン式

全体サイズ（cm） L × W × H：1210 × 790 × 1270、重量（kg）：170
吸水量（L/min）：30、最高圧力（Mpa）：５

【参考】

（１）稼働までの想定日数

１日目：新門司検疫場からの搬出及び設置場所への移動

２日目：（設置場所への移動）、移動式車両消毒機の搬入・組立て・調整

３日目：稼働

※ 設置場所までの移動時間等により、稼働までの日数は異なる。

（２）諸費用

・ 輸送等に係る費用 約 15 万円

（４ t トラック、400km 往復輸送を想定。高速道路料金含む。）

（２ t トラック通行時イメージ図）
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（別紙７）

泡殺鳥システム貸付要領

１ 使用目的

泡殺鳥システム（以下「本装置」という。）は、家畜の伝染性疾病の予防及びま

ん延防止のため、密閉性の高い平飼い家きん舎やフレコンバッグ等の限られたスペ

ースの中で、家きんを発泡剤を利用した泡に埋没させ、殺処分するために用いるも

のとする（防疫演習で本装置を使用する場合も含む。）。

２ 泡殺鳥システムの構成、能力等

（１）泡殺鳥システム本体

区 分 機 能 全体サイズ（m） 重量（㎏）備 考

L × W × H
フォームトロリー 発泡装置 1.7 × 1.5 × 2.1 817
ウォーターリール トロリーへ薬液供給、 3.4 × 1.8 × 1.8 （新門司）

牽引 1,575
（野跡）

給水用水槽 給水 4.5 × 2.2 × 0.85 41 ※１

貯水量 7,217 ℓ

発泡剤 発泡 208 ℓドラム缶 ※２

※１ 設置時サイズ。

※２ 鶏舎床面積８ m × 100m に高さ１ m の泡を発生させる場合、発泡剤 72 ℓが必

要。

（２）能力

鶏舎サイズ 充填に要する時間（泡１ m 高） 消泡時間

床面積８ m × 100m 20 分 ４～５時間

（３）配備場所及び数量

① 動物検疫所中部空港支所名古屋出張所野跡検疫場

住所：愛知県名古屋市港区野跡２－４－ 12
数量：１台

② 動物検疫所門司支所新門司検疫場

住所：福岡県北九州市門司区新門司北３－１－２

数量：１台

（４）本体以外の必要物品

物 品 用 途 備 考

１ フォークリフト 本装置の積み下ろし・移動 1.5 ｔ（１台）

２ ガソリン 本装置動力燃料 30 ℓ（２時間連続稼働）

３ 水 発泡剤の希釈用 ７ｔ※

※ 鶏舎床面積８ m × 100m に高さ１ m の泡を発生させる場合の水量。

※ 発泡剤の希釈水は水道水を使用すること（河川や池の水は不可）。
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３ 国が貸し付けるもの

国は、都道府県からの申請を受け、２（１）の泡殺鳥システム本体を貸し付ける

ものとする。

４ 都道府県が手配するもの

借り受ける都道府県は、（１）から（６）までの全てを手配するものとする。ま

た、手配に当たって、都道府県は、本装置の設置場所に現場責任者を配置するも

のとする。

（１）本体以外の必要物品

（２）本装置の往路の輸送に必要なトラック及び積込み用フォークリフト

（３）設置場所

（４）本装置の清掃・洗浄・消毒のための物品

（５）本装置の返却のための輸送トラック等

（６）そのほか、本装置の稼働に必要なもの

※ （２）の手配が、困難な場合には、都道府県の代わりに国が手配する（国が

手配した場合も経費は都道府県が支払う）。

※ 都道府県が防疫演習で本装置を使用する場合には、往路の輸送を含めた全てを

都道府県で手配する。

５ 貸付けの申請及び決定

貸付けの申請及び決定に係る対応は、以下のとおりとする。

（１）都道府県は、本装置が必要な場合に、本装置の貸付けを希望する旨を動物検疫

所企画管理部危機管理課（以下「危機管理課」という。）に連絡するものとする。

危機管理課は、農林水産省消費・安全局動物衛生課（以下「動物衛生課」という。）

と協議した上で、貸付けの可否、貸付けを行う場合の稼働までの日数等を都道府

県に伝えるものとする。

（２）都道府県は、別記様式１の申請書を危機管理課に提出するものとする。また、

危機管理課は、速やかに動物衛生課に申請書の提出があった旨を連絡するものと

する。

（３）都道府県から申請書の提出があり、当該申請に係る貸付けが決定された場合に

は、危機管理課は、別記様式２の決定通知書を都道府県に送付するものとする。

※ 貸付期間の延長を希望する場合には、別記様式３の貸付期間延長申請書を提

出するものとし、提出に当たっては、上記手続に準ずるものとする。

６ 事前準備及び稼働

事前準備及び稼働に当たっては、５により本装置を借り受けた都道府県は、以下

に従うものとする。

（１）輸送及び積み下ろし

本装置の輸送及び積み下ろしには、以下の輸送トラック等を準備するものと

する。

項 目 輸送トラック等 台 数

輸 送 ４ t トラック １

積み下ろし 1.5t フォークリフト １

※ 大型トラックを使用するため、設置場所までの輸送経路を事前に確認する。
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（２）設置場所の準備

本装置の設置・稼働のため、設置場所には次のスペースを確保するものとする。

① 設置スペース

・ 本装置を設置するスペース（約６ｍ×２ｍ）

・ 給水用水槽：（約４ｍ×２ｍ）

※ 本装置と給水用水槽との距離は６ｍ以内とする。

※ 設置・調整は業者又は動物検疫所から派遣された職員２名が行う（所要時間

約２時間）。

② 作業スペース

・ 本装置の輸送車両が待機回転できるスペース（約 4.5 ｍ×９ｍ）

・ フォークリフトの作業スペース（約４ｍ×４ｍ）

（３）稼働

① 本装置のオペレーターは、業者又は動物検疫所から派遣された職員とする（２

名×稼働状況により複数班）。

② フォームトロリー及びウォーターリールは、直線状（鶏舎長軸上）に配置し、

フォームトロリーを巻き上げながら泡を発生させる。

※ 消毒薬を添加することにより、泡の生成効率が減少するため、発泡剤に消毒

薬は添加しない。

７ 洗浄・消毒・返却

本装置の返却に当たっては、家畜の伝染性疾病のまん延防止のため、家畜防疫員

又は動物検疫所職員が立ち会い、以下の手順で十分に洗浄・消毒を行い、燃料を抜

いた上で、返却するものとする。また、借り受けた都道府県は、返却日について、

危機管理課と協議するものとする。危機管理課は、返却日を決定し、当該都道府県

にこれを連絡するものとする。

（１）本装置を病原体に有効な消毒薬で十分に洗浄・消毒する。

（２）使用場所以外の場所において、輸送トラックに積載のまま、シートの上から、

再度、本装置の外装及び輸送トラックを動力噴霧機で消毒する。

※ 本装置内部の水及び消毒薬を排出するため、エアーコンプレッサー（一般圧

力 0.8MPa 程度）を準備する。

８ 破損時の対応

破損時の対応については、以下のとおりとする。

（１）本装置を破損した場合、借り受けた都道府県は、速やかに危機管理課にこれを

連絡するものとする。

（２）（１）の連絡を受けた危機管理課は、本装置の破損の状況を聞き取り、動物衛

生課と協議の上、必要な手続等について、借り受けた都道府県に連絡するものと

する。

（３）（２）の連絡を受けた都道府県は、必要な措置を講ずるものとする。この際、

本装置を修理することになった場合には、別記様式４の破損届を危機管理課に提

出するものとする。また、修理を完了した際には、危機管理課にこれを連絡する

ものとする。

※ 本装置の改造等を行う場合にあっては、事前に危機管理課に連絡する。この場

合、危機管理課は動物衛生課と協議の上、対応を決定する。
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９ 費用の負担

本装置は無償で貸し付ける。ただし、輸送及び使用並びに使用後の消毒に係る費

用については都道府県が負担する。なお、当該費用については、以下により、措置

するものとする。

（１）家畜伝染病発生農場等での利用の場合

都道府県知事又は家畜防疫員が行う本装置の輸送（国が手配した場合の往路の

経費を含む。）及び使用並びに使用後の洗浄・消毒に係る経費（輸送費、使用に

係る人夫費及び燃料費、消毒剤費等）については、家畜伝染病予防法（昭和 26
年法律第 166 号）第 60 条第１項の規定に基づき、国が、要した費用の全額又は

２分の１を家畜伝染病予防費負担金で措置する。

なお、通常の使用における破損にかかる修理費用についても、同法第 60 条第

１項第７号の規定に基づき、国が、要した費用の２分の１を措置する。

（２）都道府県が防疫演習で利用する場合

貸付けから返却までの経費について、消費ℓ安全対策交付金実施要綱（平成 17
年４月１日付け 16 消安第 10270 号農林水産事務次官任命通知）に基づき事業を

実施する場合には、消費・安全対策交付金（ソフト）により、国が、２分の１以

内の額を交付し、残りを各都道府県が負担する。

なお、貸付中の破損等による修理費用については、借り受けた都道府県が全額

負担する。

【参考】

（１）稼働までの想定日数

１日目：野跡検疫場又は新門司検疫場からの搬出及び設置場所への移動

２日目：（設置場所への移動）、泡殺鳥システムの搬入・調整

３日目：稼働

※ 設置場所までの移動時間等により、稼働までの日数は異なる。

（２）諸費用

・ 輸送等に係る費用 約 33 万円

※ 輸送等に係る費用には、泡殺鳥システムの輸送（400km 往復）、設置、撤去の

費用（雇用・労賃含む）を含む。

（小型フォームトロリー） （給水用水槽）
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（別紙８）

防疫用物品貸付要領

１ 使用目的

動物検疫所に保管している防疫用物品（別添を掲げるものをいう。）は、家畜の

伝染性疾病の発生時に、それらの予防及びまん延防止のために用いるものとする。

２ 配備場所

（１）動物検疫所

住所：神奈川県横浜市磯子区原町 11 －１

（２）動物検疫所北海道出張所胆振分室

住所：北海道勇払郡厚真町字共和 17

（３）動物検疫所中部空港支所名古屋出張所野跡検疫場

住所：愛知県名古屋市港区野跡２－４－ 12

（４）動物検疫所神戸支所苅藻検疫場

住所：兵庫県神戸市長田区苅藻通７－１－７

（５）動物検疫所門司支所新門司検疫場

住所：福岡県北九州市門司区新門司北３－１－２

３ 国が貸し付けるもの

国は、都道府県からの申請を受け、別添に掲げる防疫用物品を貸し付ける。

４ 都道府県が手配するもの

借り受ける都道府県は、防疫用物品の往路の輸送及び返却のための輸送トラック

を手配するものとする。大型トラックを使用する場合には、輸送経路を事前に確

認すること。

※ 輸送トラックの手配が、困難な場合には、都道府県の代わりに国が手配する

（国が手配した場合も経費は都道府県が支払う）。

５ 貸付けの申請及び決定

貸付けの申請及び決定に係る対応は、以下のとおりとする。

（１）都道府県は、家畜の伝染性疾病の発生時に必要な防疫用物品に不足が生じた場

合に、防疫用物品の貸付けを希望する旨を動物検疫所企画管理部危機管理課（以

下「危機管理課」という。）に連絡するものとする。危機管理課は、農林水産省

消費・安全局動物衛生課（以下「動物衛生課」という。）と協議した上で、貸付

けの可否、貸付けを行う場合の輸送に係る日数等を都道府県に伝えるものとする。

（２）都道府県は、別記様式１の申請書を危機管理課に提出するものとする。また、

危機管理課は、速やかに動物衛生課に申請書の提出があった旨を連絡するものと

する。

（３）都道府県から申請書の提出があり、当該申請に係る貸付けが決定された場合に

は、危機管理課は、別記様式２の決定通知書を都道府県に送付するものとする。
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６ 返却

防疫用物品の返却に当たっては、都道府県は、新品を購入した上で、返却するも

のとする。また、借り受けた都道府県は、返却日について、危機管理課と協議する

ものとする。危機管理課は、返却日を決定し、当該都道府県にこれを連絡するもの

とする。

※ 返却は、可能な限り速やかに行う。

７ 費用の負担

防疫用物品は無償で貸し付ける。ただし、借り受けた都道府県への輸送費用及び

返却に要する費用については都道府県が負担することとし、当該費用については、

以下により、措置するものとする。

都道府県知事又は家畜防疫員が行う防疫用物品の輸送（国が手配した場合の往路

の経費を含む。）及び返却に係る経費については、家畜伝染病予防法（昭和 26 年法

律第 166 号）第 60 条第１項の規定に基づき、国が、要した費用の全額又は２分の

１を家畜伝染病予防費負担金で措置する。
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（別記様式１）

平成○年○月○日

農林水産大臣 殿

申請者 都道府県知事

防疫資材貸付申請書

防疫資材の貸付けを受けたいので、下記のとおり申請します。

記

１ 防疫資材名

（貸付希望数） （○○台）

２ 都道府県畜産主務課 氏名：

担当者名 ＴＥＬ：

連絡先 ＦＡＸ：

３ 発送先の住所及び名称 〒

担当者名 氏名：

連絡先 ＴＥＬ：

ＦＡＸ：

農場住所（使用予定場所） 〒

対象家畜の種類

農場飼養頭羽数

（処理対象頭羽数）

農場畜舎数

疾病名

４ 貸付希望期間 ○○月○○日～○○月○○日

５ その他

＜注意事項＞

・ 緊急時においては、電子メール又は FAX による提出も可とする。ただし、後日公文

により提出すること。

・ 費用については、貸付要領に基づき、措置する。
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（別記様式２）

平成○年○月○日

都道府県知事 殿

農林水産大臣

防疫資材貸付決定通知書

平成○○年○○月○○日付けで申請のあった防疫資材の貸付けについて、下記のとおり

貸付けを決定したので、通知します。

記

１ 防疫資材の名称及び数量

２ 貸付期間

平成○○年○○月○○日 から 平成○○年○○月○○日 まで

３ 引渡年月日及び場所

平成○○年○○月○○日／場所

４ 貸付条件

（１）貸付物品の引渡し、維持、修理及び返納に要する費用は、借受人において負担す

ること。

（２）貸付物品は、善良な管理者の注意をもって管理し、その効率的運用に努めること。

（３）貸付物品について修繕、改造その他物品の現状を変更しようとするときは、あら

かじめ農林水産大臣等の承認を受けること。ただし、軽微な修繕については、この

限りでない。

（４）貸付物品に投じた改造費等の有益費を請求しないこと。

（５）貸付物品は、転貸し、又は担保に供しないこと。

（６）貸付物品は、貸付けの目的以外の目的のために使用しないこと。

（７）貸付物品について使用場所が指定された場合は、指定された場所以外の場所では

使用しないこと。

（８）貸付物品は、貸付期間満了の日までに、指定の場所において返納すること。

（９）借受人が貸付条件に違反したときは、農林水産大臣等の指示に従って貸付物品を

返納すること。

（10）農林水産大臣等が特に必要があると認めて貸付期間満了前に返納を命じたときは、

その指示に従って貸付物品を返納すること。

（11）貸付物品を亡失し、又は損傷したときは、直ちに詳細な報告書を農林水産大臣等

に提出し、その指示に従うこと。この場合において、その原因が天災、火災又は盗

難に係るものであるときは、亡失又は損傷の事実を証する関係官公署の発行する証

明書を当該報告書に添付すること。

（12）農林水産大臣等が、貸付物品について、必要に応じて実地調査を行い、若しくは

所要の報告を求め、又は当該物品の維持、管理及び返納に関して必要な指示をする

ときは、これに応ずること。

（13）使用後の防疫資材は、各防疫資材の貸付要領に基づき、十分な洗浄及び消毒の後、

返納すること。

５ その他
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（別記様式３）

平成○年○月○日

農林水産大臣 殿

申請者 都道府県知事

防疫資材貸付期間延長申請書

平成○○年○○月○○日付けで防疫資材の貸付決定通知のあった資材について、貸付期

間を延長したいので、下記のとおり申請します。

記

１ 防疫資材の名称及び数量

２ 貸付延長期間

平成○○年○○月○○日 から 平成○○年○○月○○日 まで

３ その他

＜注意事項＞

・ 緊急時においては、電子メール又は FAX による提出も可とする。ただし、後日公文

により 提出すること。
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（別記様式４）

平成○年○月○日

農林水産大臣 殿

届出者 都道府県知事

防疫資材破損届

平成○○年○○月○○日付けで貸付決定の通知を受けた防疫資材（○○：防疫資材名）

を破損したので、下記のとおり届け出ます。

記

１ 破損した防疫資材の名称及び数量

２ 破損の状況

３ 破損の原因

４ 修理の状況

５ その他

＜注意事項＞

・ 緊急時においては、電子メール又は FAX による提出も可とする。ただし、後日公文

により提出すること。


